
0

２００５２００５年年１２１２月期月期上期上期決算決算及び中期経営計画説明会及び中期経営計画説明会

２００５年 ９月 ８日（木）

東京証券取引所（社）日本証券アナリスト協会６階会議室

（証券コード：ＪＱ　2429）

【開催概況】

　2005年９月８日（木）15時30分より、東京証券取引所内（社）日本証券アナリスト協会6
階会議室にて、弊社2005年12月期中間決算及び中期経営計画説明会を同協会主催
で開催させていただきました（全参加者４９名）。

プレゼンテーションに関しまして、先ずは弊社経理部部長佐々木より2005年上期の財
務概況（当資料P9～12）をご説明差し上げた後、社長の伊井田より当資料に基づきまし
て、上期の活動実績、下期の展開、来期以降３年間の中期経営計画「STAGE UP 2008」
のご説明をさせて頂きました。

　また、（社）日本証券アナリスト協会様にて作成して頂く当説明会レポートに関しまして
は、完成後ご許可を頂き次第弊社ホームページへも掲載させて頂きます。
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２）２００５２）２００５年年１２１２月期月期上上期財務実績期財務実績

３）２００５３）２００５年年１２１２月期下期のアクション及び展開月期下期のアクション及び展開

４）ＳＴＡＧＥ４）ＳＴＡＧＥＵＰＵＰ２００８２００８中期中期経営経営計画計画

１）２００５１）２００５年年１２１２月期月期上上期期決算概要決算概要

◇２００５◇２００５年年１２１２月期月期上期上期決算決算及び中期経営計画説明会及び中期経営計画説明会
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２００５２００５年年１２１２月期月期上上期期決算概要決算概要
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決算概要

2005年12月期中間決算実績

　①　請負基準書を基盤にしたコンプライアンス対策強化
　②　9営業所･7事業所を新規出店し、機動力UPを目指した戦略的店舗展開を実施
　③　不採算事業や受注対応能力を基準にした選別受注

ー

ー

ー

154

221

9,888

当初予算

（百万円）

ー

ー

ー

166

172

8,514

当初予算

（百万円）

－－52,884株－1,676株期中平均株式数

－－1,909円－42,867円一株当たり中間純利益

－1.01010.771中間純利益

28.52.62572.1200経常利益

42.12.92872.1202営業利益

4.1－10,056－9,656売上高

連
結

前年同期比

（％）

対売上高比

（％）

金額

（百万円）

対売上高比

（％）

　金額

（百万円）

２００５/６期２００４/６期

【説明概要（説明者：社長）】

＊市場シェア拡大を目指した先行投資が上期のテーマである。主なアクションとして以
下の３点。

　　①請負基準書の完成

　　②店舗展開

　　③選別受注（新規７８社、解約・打ち切り４４社）
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05/1205/12期　期　上期上期のアクションのアクション

　◆　ファクトリー事業

– 請負基準書の完成
– 将来性の高い有望案件を選別受注
– サポートセンター新設による定着強化

　◆　研究技術事業

– 研究と技術事業の統合シナジー効果による組織強化と営業拡大

　◆　各種サービス事業

– 販売系アウトソーシング事業展開

【説明概要（説明者：社長）】

＊セグメント別に見た上期アクションは表記の通り。以降のページで個別に説明。
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上期上期のアクション　請負基準書のアクション　請負基準書

• 行政のとの連携で生まれたコンプライアンス経営を支援するチェック基準
• 福岡労働局からは９月承認予定、それ以外の各地域の労働局と折衝中
　（大阪、広島、東京、仙台）→全国標準に
• 行政との連携による製造業務請負に関する本格的「基準書」は業界初

見
本

【説明概要（説明者：社長）】

＊ファクトリー事業の差別化戦略としての請負基準書の完成させた。下期以降は、これ
を利用した営業展開を行なう。

＊他社との差別化のポイントとして、以下の３点が挙げられる。

　　　①行政との連携による公的なお墨付き

　　　②九州を皮切りに、全国展開

　　　③請負業務の総合的なコンプライアンスリスクチェックとしては業界初
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上期アクション　組織強化上期アクション　組織強化

　・R&D事業及びTS事業の組織的統合
　・定期的な研修制度の強化（月例の研究技術者会議等）

ＭＧＲ（マネージャー）制度によ
る社内昇格システム

　　　ＣＲＡ

　ソフトウェア系

自社研修センターでのＣＡＤ研修
制度の確立

ファクトリースタッフの登用制度
（エンジニアへのステップアップ）

派遣登録
は皆無学士以上を基本45～60万円

　ハードウェア系技術業務
全般

技
術
開
発

事業戦略

看護士・薬剤師等
を自社内研修にて
臨床開発者へ育成

学士以上、修士・
博士取得者を基本

採用方針

治験業務
全般

研究業務
全般

65～85万円
ＤＭ、ＧＣＰ－ＱＣ、
ＰＭＳ

臨
床
開
発

　化学・素材系

55～65万円

　医薬・バイオ系研
究
開
発

単価動向
（月/人）

分野区分業務区分

【説明概況（説明者社長）】

＊収益面では研究技術事業は高く、プロダクトミックスの向上に繋がる。

＊この研究技術事業を第二の収益の柱へ早期に育成。

＊育成のための第一歩として、従来のR&D事業とTS事業を統合、情報共有等による組
織力強化。
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上期アクション　販売系アウトソーシング事業拡大販売系アウトソーシング事業拡大

販売系アウトソーシングでは、大

手でも年商２０～３０億円と規模

は小さく、市場は大きい。

当社は２００８年迄に年商１５億

を目指す。
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下期からは販売員教育を目的とした
販売ビジネススクール開設を検討中。

【説明概況（説明者：社長）】

＊販売系アウトソーシング分野市場は潜在需要は高いものの、未整備。

＊関連分野の教育強化で弊社のリソースを活用でき、成長分野として積極展開を図る。



8

8

２００５年１２月期上期財務実績
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連結セグメント別事業損益の動向連結セグメント別事業損益の動向

戦略的売上増

人材強化

組織・人材補強効果

販管費負担増

子会社整理

【説明者：経理部部長】

説明ポイントは画面どおり
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連結キャッシュ連結キャッシュ・・フロー計算書フロー計算書

売上増

売上増・売上債権増加を吸収

消費税法改正

『Ｐ12参照』

資金効率化⇒借入金返済

【説明者：経理部部長】

説明ポイントは画面どおり
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連結損益計算書の状況

不採算部門整理2004.12 2004.6 2005.6
売上高 19,532,860 9,656,129 10,056,257
（伸び率） 26.5 4.1
売上原価 16,528,467 8,207,514 8,511,586

売上総利益 3,004,393 1,448,615 1,544,671
販売一般管理費 2,355,362 1,245,776 1,257,244
販管費率 12.1 12.9 12.5
役員報酬 94,200 65,475 37,709
給与手当 1,084,026 546,995 569,251
福利厚生費 194,946 120,824 104,101
賃借料 185,607 101,370 96,019
その他 728,082 411,112 450,164

営業利益 649,030 202,838 287,425
（利益率） 3.3 2.1 2.9
営業外収益 13,027 7,354 4,210
受取利息 727 598 975
その他 12,300 6,756 3,235

営業外費用 38,340 9,469 34,460
支払利息 11,812 7,576 1,315
その他 26,528 1,893 33,144

経常利益 623,717 200,723 257,176
（利益率） 3.2 2.1 2.6
（伸び率） 23.2 28.1
特別利益 13,885 17,338 0
特別損失 15,470 15,470 0

税引前当期利益 622,132 202,591 257,176
法人税住民税 356,803 152,993 165,313
法人税等調整額 -50,382 -21,542 -9,142
少数株主利益 -705 -705 0

当期純利益 316,416 71,846 101,005
（利益率） 1.6 0.7 1.0
（伸び率） 28.9 40.6

０．４％改善

外形標準課税等

借入金返済

上場費用

人員減

【説明者：経理部部長】

説明ポイントは画面どおり
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連結貸借対照表連結貸借対照表

増資資金

売上増

営業所新設、ＰＣ整備等

事業拡大投資

社宅及び寮の増加

子会社整理

売上増

【説明者：経理部部長】

説明ポイントは画面どおり
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２００５年１２月期下期のアクション及び展開
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20052005年１２月期通期予想（下期見通し）年１２月期通期予想（下期見通し）

①人材確保のための教育充実②研究技術事業強化③中期経営計画の前倒し実施

2005年12月期決算見込み

ー

ー

ー

850

917

22,000

当初予算

（百万円）

ー

ー

ー

613

739

18,607

当初予算

（百万円）

－－54,531株－8,984株期中平均株式数

－－8,237円－33,884円一株当たり当期純利益

42.02.04491.6316当期純利益

38.23.98623.2623経常利益

39.94.19083.3649営業利益

14.2－22,307－19,532売上高

連
結

前年同期比

（％）

対売上高比

（％）

金額

（百万円）

対売上高比

（％）

　金額

（百万円）

２００５/１２期２００４/１２期

【説明概況（説明者：社長）】

＊下期以降は、上期の先行投資を踏まえつつ、市場シェアの拡大を第一義とする。

＊実際の受注動向（下期）も引き続き１００社以上からの引き合いがあり、今期計画は当
初見込み通りに推移すると見込んでいる。
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マクロ経済環境と人材ビジネス動向マクロ経済環境と人材ビジネス動向

国内大手シンクタンクのマクロ経済見通しは、踊り場脱却～緩やかな回復（消費2％、投資6
％増）を予想、生産や営業展開を中心に拡大傾向→人材投入に積極的

人材ビジネスをめぐる事業環境も、製造業からの需要は依然根強く、販売・サービスなど
当社が戦略分野と考えている分野の需要が急上昇中

△ 40

△ 20
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製造業

運輸・通信業

卸売・小売業・飲食店・
サービス業

臨時季節・パートタイム労働者の業種別過不足感ＤＩの推移

（出所）厚生労働省データより弊社にて作成

【説明概況（説明者：社長）】

＊マクロ経済環境の見通しは緩やかに回復と見る向きが多い

＊人材ビジネスを巡る環境もグラフで示したように製造業は堅調、分野によっては販売・
サービス分野など急速に人手不足感が高まっている。
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人材獲得推移（人材獲得推移（現業社員数現業社員数及び拠点数推移）及び拠点数推移）
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【社長説明概況】

＊弊社の現業社員数はごらんのように順調に伸びている。

＊注目すべきは、今下期に入って人材の獲得も急速に伸びつつある。

＊また、サポートセンターの効果もあり、離職者数も減少傾向になりはじめた。

　（単体ベースで過去最高更新中）
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下期戦略　ファクトリー事業の下期戦略　ファクトリー事業のアクションプランアクションプラン

○　請負基準書による営業戦略の実施と各労働局への承認手続き実施
　　※福岡労働局からは９月中旬承認予定

○　１０月１日新設のつくば研修センターによる教育体制の充実
　　※半導体製造スタッフ・ＣＡＤ技術者・製造請負業務管理者対象

○　サポートセンターの強化による定着率の向上

○　総合的な人材サービスの提供

【説明概況（説明者：社長）】

＊ファクトリー事業の下期の戦略は差別化（請負基準書）戦略による営業強化。

＊人材強化のための教育体制充実と定着率の向上を目指した社員とのコミュニケーショ
ン強化。
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下期戦略　研究技術事業営業拠点の継続的強化下期戦略　研究技術事業営業拠点の継続的強化
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'02/06 '02/12 '03/06 '03/12 '04/06 '04/12 '05/06 '05/08

研究技術事業の営業拠点数推移（店）

・　TS事業については、「地域展開

　　がより重要なため、拠点数の拡

　　大を下期より急速に実施する

・　R&D事業については、研究社員
　　の専門知識がより重要なため、
　　スキルアップの為の充実を図る

技術研究者のビジネススクールを行政と大学
とのコラボレーションによる、ものづくりビ
ジネススクールを計画。

研究技術アウトソーシング

【説明概況（説明者：社長）】

＊ＴＳ事業では技術者の採用強化のため、拠点の積極展開が必要。

＊Ｒ＆Ｄは質的強化のための教育環境整備。
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下期戦略　販売アウトソーシング市場への本格的展開下期戦略　販売アウトソーシング市場への本格的展開

製造プロセス系

労働時間

労働単価販売系人材アウトソーシング
（セールスプロモーション）

業務分野：化粧品
　　　　　アパレル
　　　　　ジュエリー雑貨
技　　能：販売スキル
　　　　　能力・経験

販売員教育を目的としたビジネススクール
の開設を計画･短期コース･プロフェッショ
ナルコースを設置し、教育の充実を図る。

技術・研究系

販売系

【説明概況（説明者：社長）】

＊子会社の編成を見直し、需要の見込める販売系アウトソーシングにシフト。

＊販売系アウトソーシングをその他各種事業の核に育成する。

＊札幌ワールドスタッフをワールドコーディネーターバンクに社名変更。
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中期経営計画『ＳＴＡＧＥ ＵＰ ２００８』
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STAGE UP 2008STAGE UP 2008　　––中期中期経営経営計画計画--

６．１％５．２％３．９％３．９％経常利益率

２４～２５１８～１９１１～１２８経常利益

３９０～４１０３４０～３６０２９０～３１０２２３売上高

‘08‘07‘06‘05

単位：億円　（連結ベース）

中期計画作成における目標

計画初期は売上拡大、後半は収益力を拡大（経常利益率５％）

【説明概況（説明者：社長）】

＊昨日（2005年9月7日）発表した中期計画は表の通り。

＊計画初期段階では売上拡大を目指すが、後半は収益力の拡大へ比重を移す展開。
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STAGE UPSTAGE UP　　20082008　　––中期中期経営経営計画計画--
◇製造請負No.1企業を目指す

・目標売上高　５００億円を展望

◇企業規模の拡大

・売上拡大を重視

・研究技術事業を第二の柱

◇人材確保
・採用体制の強化
（多業種のクライアントに対応できる人材採用センターの新設）
・２００８年迄に６ヵ所新設し１２拠点体制へ
・サポートセンターの充実
（福利厚生制度の拡充と社員に優しいフォロー体制）
・能力スキルアップの推進
（研修センター立ち上げ）
（ものづくり、技術ビジネススクールの立ち上げ）
・新卒採用強化と、行政とタイアップしたニート・フリーター対策
・技術系大卒に加え高卒を特に強化
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２００８年目標値　

【 連結売上高 】４１０億円

　　
【連結経常利益】 ２５億円

２００８年目標値　

【 連結売上高 】４１０億円

　　
【連結経常利益】 ２５億円

連結売上高 連結経常利益

単位：億円　（連結ベース）

売上高成長率
（年平均）

２０％

売上高成長率
（年平均）

２０％

経常利益成長率
（年平均）

４０％～５０％

経常利益成長率
（年平均）

４０％～５０％

STAGE UPSTAGE UP　　20082008　　––中期中期経営経営計画計画--
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【説明概況（説明者：社長）】

＊計画最終年度では、既存のビジネスのみを前提に、売上410億円、経常利益25億円
を目指す。

＊新規事業の立ち上げも含め、前頁で掲げた目標である、売上高500億円を視野に入
れる目算。
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　《中期戦略》
　
シェア拡大

　◇ 研究技術事業の強化を行い２つ目の柱にする。
　
　◇ ファクトリー事業をコア事業として『人･物･情報･金』

を投資し、製造請負Ｎｏ．１企業を目指す。

　《長期戦略》
　
　 ◇ 総合人材（ワンストップ）ビジネス企業を目指す。

STAGE UPSTAGE UP　　２００８２００８　　––中期経営中期経営計画計画--

【説明概況（説明者：社長）】

＊中期計画を事業戦略面から簡潔にまとめると、上記記載のようなポイントにな
る。
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本資料は、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業績
等は今後の様々な要因により、計画数値と異なる可能性があることをご承知おきください。

＜お問い合わせ先＞

　 　株式会社ワールドインテック

取締役社長室長　　高塚　輝三

TEL ：　　03-3516-1122
FAX ：　　03-3516-1222
e-Mail ：　　irinfo@witc.co.jp

　　　　　　　　　 hp　　　　：　　http://www.witc.co.jp


